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（目的） 

第１条 独立行政法人中小企業基盤整備機構が整備するくまもと大学連携インキュベータに入居して行う研究開

発等の成果に基づいて事業化を目指す者に対して、その賃借料の一部を補助することにより、産学官連携によ

る新たな事業の創出を図り、もって本市産業の振興に資することを目的とする。 

（通則） 

第２条 くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金（以下「補助金」という。）の交付については、熊本

市補助金等交付規則（昭和４３年規則第４４号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定

めるところによる。 

（定義） 

第３条 この要綱で使用する用語の意義は、次の各号に掲げるものについて当該各号に定めるところによる。 

(1) くまもと大学連携インキュベータ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成１１年法律第１

８号）第３１条第１項第１号に規定する事業場として、独立行政法人中小企業基盤整備機構が熊本市中央区

区南熊本３丁目１４番１３８に整備する施設をいう。 

(2) 大学内発ベンチャー 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 兼業により事業活動に従事し、中小企業を設立しようとする大学、高等専門学校、公設試験研究機関（以

下「大学等」という。）の教員、研究員又は学生等（以下「研究者等」という。） 

イ 大学等の研究者等が役員となって設立した中小企業 

ウ 大学等との共同研究成果（正式な共同研究契約を締結したものに限る。）の事業化又は大学等から移転

された技術（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成１０

年法律第５２号）に基づき移転された技術に限る。）の事業化を目指す中小企業 

(3) 研究開発等 生産、販売若しくは役務の提供の技術（著しい新規性を有するものに限る。）に関する研究

開発、その成果の利用又は当該成果の利用のために必要な需要の開拓をいう。 

（補助対象者） 

第４条 補助の対象となる者は、くまもと大学連携インキュベータに入居して研究開発等を行う者で、次の全て

の要件を満たすものとする。 

(1) 起業又は新規事業展開を図ろうとする法人又は個人 

(2) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）及び独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成１４年

法律第１４７号）に定める中小企業者であること。 

(3) 市税の滞納が無いこと。ただし、熊本市以外で事業を営んでいる者は主たる事務所の存する自治体での市

町村税の滞納が無いこと。 

(4) 施設退去後に、熊本市内に事務所、事業所、生産拠点等を置く計画を有すること。 

（補助対象経費及び補助金の額等） 

第５条 補助対象経費は、補助を受ける年度中に必要なくまもと大学連携インキュベータに入居するための賃料

とし、賃貸借契約上の消費税及び地方消費税並びに入居者が別途負担する光熱水道費等は含まないものとする。 

２ 1 箇月当りの補助金の額は、次の各号に掲げるいずれかの区分に応じ、それぞれ当該各号に定める単価に乗



じた額とする。 

(1) 創業５年未満 床面積１平方メートルにつき１，４００円 

(2) 創業５年以上 床面積１平方メートルにつき１，０００円 

(3) 大学内発ベンチャー 床面積１平方メートルにつき１，４００円 

３ 前項の区分の変更があった場合は、変更となった日に属する月の翌月から新たな区分で算定した額とする。 

４ 施設への入居日の属する月又は施設の入居にかかる賃貸借契約終了日の属する月における補助事業者の賃貸

借期間が１箇月に満たないときの補助金の額は、１箇月を３０日として日割計算した額とする。 

５ 前３項の場合において１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

６ 補助金は、予算の範囲内で交付するものとし、その期間は５年を限度とする。 

（補助事業の会計年度） 

第６条 補助金交付事業は会計年度ごとに行うものとする。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付申請書（第

１号様式）に次に掲げる書類を添え、市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 事業計画書 

(2) 事業予算書 

(3) 賃貸借契約書の写し 

(4) 法人の場合にあっては、定款、登記事項証明書及び直近の決算報告書 

(5) 個人の場合にあっては住民票 

(6) 市税滞納有無調査承諾書（熊本市以外で事業を営んでいる者については、主たる事務所の存する自治体の

市税等の納税証明書） 

(7) その他市長が必要と認めるもの 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査し、補助金を交付

すべきものと認めたときは、交付の決定をするものとする。この場合において、市長は、必要な条件を付すこ

とができる。 

（決定の通知） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、その決定内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付決定通知書（第２号様式）により申請者に通知するも

のとする。 

（変更の承認） 

第１０条 前条の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅

滞なく、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金変更申請書（第３号様式）を市長に提出し、その

承認を受けなければならないこととする。 

(1) 補助事業者の登記事項証明書又は住民票に変更があったとき。 

(2) 補助事業者が個人から法人化したとき。 

(3) 第５条第２項に定める補助事業者の区分に変更があったとき。 

(4) 賃料に変更があったとき。 

(5) 補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査し、適当と認めたとき

は、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付取消・変更通知書（第４号様式）を申請者に送付

するものとする。 

（関係書類の整備） 

第１１条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類等を常に整備しておかなければならな

いこととする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から３０日を

経過する日又は当該年度の末日のいずれか早い日までに次に掲げる書類を市長に提出しなければならないこと

とする。 

(1) くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金実績報告書（第５号様式） 



(2) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は前条の規定により実績報告を受けた場合においては、実績報告書の審査及び必要に応じて行う

現地調査等によりその報告にかかる補助事業の成果が補助金の交付の決定に内容及びこれに付した条件に適合

すると認めたとき又は補助決定額を減額したときは、交付すべき補助金の額を交付決定通知に基づき確定し、

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付確定通知書（第６号様式）により当該補助事業者に通

知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１４条 補助金は、前条により確定した額を補助事業の終了後に交付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者が年度途中に補助金の交付を希望する場合は、半年ごとに概算額を交

付することができるものとし、４月から９月までの分については１０月に、１０月から翌年３月までの分につ

いては前条に定める補助金の額の確定後に交付するものとする。 

３ 前項の概算交付を受けようとする補助事業者は、次に掲げる書類を添え、くまもと大学連携インキュベータ

入居者支援補助金概算交付申請書（第７号様式）を市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 賃料の支払いを確認できる書類 

(2) その他市長が必要と認めるもの 

４ 市長は、第２項の概算額の交付決定をしたときは、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金概算

交付通知書（第８号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１５条 補助事業者が補助金の交付を受けようとするときは、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補

助金交付請求書（第９号様式）に次に掲げる書類を添え、市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 賃料の支払いを確認できる書類 

(2) その他市長が必要と認めるもの 

（決定の取消し） 

第１６条 市長は、補助事業者が補助事業に関して次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交 

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金の交付期間中に第４条第４号に規定する要件を満たさなくなったとき又は補助金の交付終了後引

き続き２年間にわたり熊本市内に事務所、事業所、生産拠点等を置かなかったとき（補助事業者が当該事由

の発生につき事前に市長と協議し、市長が特に理由があると認めるときを除く。）。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令、規則又はこ

の要綱に基づく市長の指示に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第１７条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し既に補助金が 

交付されているときは、期限を定めて、これを返還させるものとする。 

２ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金等が交付されていると 

きは、期限を定めて、これを返還させるものとする。 

 （違約加算金） 

第１８条 補助事業者は、第１６条の規定による取消しを受け、補助金の返還を請求されたときは、その請求に 

係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるそ 

の後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき年１０.９５パーセントの割合で計算した違約 

加算金を市に納付しなければならないこととする。 

２ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還を請求された額 

に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を請求された額がその日に受領した額を 

超えるときは、当該返還を請求された額に達するまで順次遡りそれぞれの受領の日において受領したものとす 

る。 

３ 第１項の違約加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付した金額が返還を請求さ 

れた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を請求された補助金の額に充てられたも 

のとする。 



 （他の補助金等の一時停止等） 

第１９条 市長は、補助事業者が補助金の返還を請求され、当該補助金又は違約加算金の全部又は一部を納付 

しない場合において、その者に対して同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、相当 

の限度においてその交付を一時停止することができることとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成１７年１１月２４日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成１９年４月６日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２１年７月１日から施行し、同日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年８月３０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、この要綱による改正後の第１６条の規定は、同日においてくま

もと大学連携インキュベータに入居している者及び同日以後にくまもと大学連携インキュベータに入居する者に

ついて適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。 

 



第１号様式（第７条関係） 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付申請書 

 

  年  月  日 

 

 

熊 本 市 長 （宛） 

 

                           所在地 

                           事業所名 

                                代表者名                

 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり補助金の交付

を受けたいので、関係書類を添えて申請いたします。 

 

 

記 

 

 

１ 入居施設     部屋番号             

           面  積           ㎡ 

 

２ 交付申請額    金           円 

 

３ 対象期間         年  月  日～    年  月  日 

 

４ 添付書類 

 （１）事業計画書 

 （２）事業予算書 

 （３）賃貸借契約書の写し 

 （４）法人の場合にあっては定款、商業登記簿謄本及び直近の決算報告書 

 （５）個人の場合にあっては住民票 

 （６）市税滞納有無調査承諾書（熊本市以外で事業を営んでいる者については、当該自治体の市税等の納税証

明書） 

（７）その他市長が必要と認めるもの 

 

 ※（１）、（２）については、中小企業基盤整備機構へ提出された事業計画書（様式第 4号）で代用可としま

す。 



（別 紙） 

補助金交付申請内訳書 

 

１ 申請者の名称 

 

２ 入居室名 

 

３ 補助事業者の区分（いずれかに○をつけること） 

 ・創業５年未満 

 ・創業５年以上 

 ・大学内発ベンチャー 

 

４ 金額の内訳 

 入居施設 補助対象経費（賃料月額） 補助金交付申請額 

４月    号室（  ㎡）    円             円 

５月    

６月    

７月    

８月    

９月    

10月    

11月    

12月    

１月    

２月    

３月    

     合  計   

 

５ 事業費 

 

  くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金に係る事業費内訳（４月～翌年３月） 

 

 

事業全体額 

(①＋②＋③) 

熊本市補助金 

①  

他の補助金等 

  ② 

   自己資金 

     ③ 

 

 

 

敷 金     

賃貸借料 

（共益費を 

含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他     

  小 計     

その他事業費     

合    計     

 



第２号様式（第９条関係） 

 

発第     号 

    年    月    日 

 

所在地 

事業所名 

代表者名              様 

 

 

熊本市長  

 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあったくまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金の交付につい

て、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付要綱第９条により下記のとおり決定したので通知し

ます。 

 なお、補助対象期間は    年  月  日から    年  月  日までとする。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金交付決定額（年額）       円 

 

２ 月額補助金額             円 

 

３ 補助金は、事業終了後、確定された金額を請求により交付する。なお、概算交付を希望する場合は半年ごと

に概算額を交付する。 

４ 交付の条件は、次のとおりとする。 

 (1) 補助事業を変更又は中止するときには、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金変更申請書

（第３号様式）を提出し、くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付取消・変更通知書（第４

号様式）により承認を受けなければならない。 

 (2) 補助事業の遂行が困難となったときは、遅滞なく市長に報告して、その指示を受けなければならない。 

 (3) 補助事業完了後、３０日を経過する日又は当該年度の末日のいずれか早い日に実績報告書（第５号様式）

及びその他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

(4) 補助事業完了後、引き続き２年間にわたり熊本市内に事務所、事業所、生産拠点等を置くこと。 

５ 補助の条件に違反した場合、不正行為がなされた場合その他市長が補助を不適当と認めた場合は、この決定

を取り消し、又は補助決定額を減じることがある。この場合において、既に交付された補助金があるときは、

その返還及び補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ年１０.９５パーセントの割合で計算した違

約加算金を請求する。 

６ 前項に規定する請求に応じた補助金の返還等がされない場合において、本市が申請者に対し支払うべき他の

補助金等があるときは、当該他の補助金等の交付を一時停止することがある。 

７ 監査委員が必要と認めたときは、地方自治法第１９９条第７項の規定により監査をすることがある。 

８ 市長が必要と認めたときは、地方自治法第２２１条第２項の規定により、その状況を調査し、又は報告を徴

することがある。 



第３号様式（第１０条関係） 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金変更申請書 

 

  年  月  日 

 

熊 本 市 長 （宛） 

 

                         所在地 

                         事業所名 

                         代表者名                

 

 

    年  月  日付け  発第    号で補助金交付決定のあった上記補助金については、下記のと

おり変更したのでご承認願います。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

３ 添付書類 

  補助金等交付決定通知書 

 

４ （その他） 



第４号様式（第１０条関係） 

 

発第     号 

   年    月   日 

 

所在地 

事業所名 

代表者名              様 

 

 

熊本市長  

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付取消・変更通知書 

 

  年  月  日付け  発第     号で通知した上記補助金については、くまもと大学連携イン

キュベータ入居者支援補助金交付要綱第１０条により次のとおり取消・変更したので通知します。 

 

 

記 

 

  

１ 補助金                   円 

 

 

２ 取消・変更の理由 



第５号様式（第１２条関係） 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金事業実績報告書 

 

                                  年  月  日 

 

熊 本 市 長 （宛） 

 

所在地 

事業所名 

代表者名                         

 

  年度の事業実績について次のとおり報告します。 

１ 事業内容 
 

２ 進捗状況 

 

３ 課題 

 

 

 

４ 今後の方針 

 

 

５ 事業決算書 

 くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金に係る事業決算内訳 

 

 

事業全体額 

(①＋②＋③) 

熊本市補助金 

①  

他の補助金等 

  ② 

   自己資金 

     ③ 

 

 

 

敷 金     

賃貸借料 

（共益費を 

含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他     

  小 計     

その他事業費     

合    計     

 

６ 添付書類 

その他市長が必要と認める書類 

※本様式での記載が難しい場合は、本様式に準じた形式で記載された報告書でも可とします。 



第６号様式（第１３条関係） 

 

発第     号 

      年   月    日 

 

 

所在地 

事業所名 

代表者名               様 

 

 

                               熊本市長  

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付確定通知書 

 

     年   月  日付け  発第    号で通知した上記補助金については、くまもと大学連携イン

キュベータ入居者支援補助金交付要綱第１３条により確定したので下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

 補助金額      金           円  



（別 紙） 

 

補助金交付確定内訳書 

 

１ 申請者の名称 

 

２ 入居室名 

 

３ 補助事業者の区分 

 

 ・創業５年未満 

  

 ・創業５年以上 

 

 ・大学内発ベンチャー 

 

４ 金額の内訳 

 入居施設 補助対象経費（賃料月額） 補助金交付確定額 

４月    号室（  ㎡）    円             円 

５月    

６月    

７月    

８月    

９月    

10月    

11月    

12月    

１月    

２月    

３月    

     合  計   

 



第７号様式（第１４条関係） 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金概算交付申請書 

 

  年  月  日 

 

熊 本 市 長 （宛） 

 

                         所在地 

                         事業所名 

                         代表者名                

 

 

  年  月  日付け  発第    号で補助金交付決定のあった上記補助金について、下記のとお

り概算交付いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 概算交付申請額 

 

 

２ 概算交付申請理由 

  くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付要綱第１４条に基づく概算交付 

 

３ 添付書類 

（１） 賃料の支払いを確認できる書類 

（２） その他市長が必要と認めるもの 



（別 紙） 

 

補助金概算交付内訳書 

 

１ 申請者の名称 

 

２ 入居室名 

 

３ 補助事業者の区分（いずれかに○をつけること） 

 

 ・創業５年未満 

  

 ・創業５年以上 

 

 ・大学内発ベンチャー 

 

４ 金額の内訳 

 入居施設 補助対象経費（賃料月額） 補助金概算交付申請額 

４月    号室（  ㎡）    円             円 

５月    

６月    

７月    

８月    

９月    

10月    

11月    

12月    

１月    

２月    

３月    

     合  計   

 



第８号様式（第１４条関係） 

 

発第     号 

     年   月    日 

 

所在地 

事業所名 

代表者名               様 

 

 

                                熊本市長  

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金概算交付通知書 

 

     年  月  日付け  発第     号で通知した上記補助金については、くまもと大学連携イン

キュベータ入居者支援補助金交付要綱第１４条により、下記のとおり概算交付する。 

 

 

記 

 

 

 補助金等概算交付額     金           円  

 

 

 

（交付の条件） 

  

補助事業終了後、「くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金実績報告書」第５号様式（第１２条関係）

を市長に提出しなければならない。 



第９号様式（第１５条関係） 

 

くまもと大学連携インキュベータ入居者支援補助金交付請求書 

 

  年  月  日 

 

熊 本 市 長 （宛） 

 

                         所在地 

                         事業所名 

                         代表者名                

 

 

    年  月  日付け  発第   号で補助金交付決定のあった上記補助金について、くまもと大学

連携インキュベータ入居者支援補助金交付要綱第１５条の規定により、次のとおり請求します。 

 

 

記 

 

 

１ 請求額 

 

２ 振込先  銀行名 

       預金種別 

       口座番号 

       口座名義人 



（別 紙） 

 

補助金交付請求額内訳書 

 

１ 申請者の名称 

 

２ 入居室名 

 

３ 補助事業者の区分（いずれかに○をつけること） 

 

 ・創業５年未満 

  

 ・創業５年以上 

 

 ・大学内発ベンチャー 

 

４ 金額の内訳 

 補助金交付決定額 既交付額 今回請求額 備 考 

４月         円   円          円  

５月     

６月     

７月     

８月     

９月     

10月     

11月     

12月     

１月     

２月     

３月     

     合  計    

 


